
資料２ 

京都市産業廃棄物３Ｒ推進会議開催要綱 

 

（目的）  

第１条 この要綱は，第３次京都市産業廃棄物処理指導計画に基づき，実効性

ある産業廃棄物処理施策を推進することにより，産業廃棄物の発生抑制，再

使用及び再生利用（以下「３Ｒ」という。）の促進並びに適正処理の確保を

図り，もって循環型社会の構築に資するため，京都市産業廃棄物３Ｒ推進会

議（以下「会議」という。）を開催することに関し，必要な事項を定めるも

のとする。 

（議事） 

第２条 会議は，次に掲げる事項について意見交換を行う。 

（１）本市の産業廃棄物処理施策の実施状況に関する事項  

（２）産業廃棄物の３Ｒ及び適正処理を促進する観点から本市が国に対して行

う政策提案に関する事項 

（３）第３次京都市産業廃棄物処理指導計画に関する事項 

（４）前各号に掲げるもののほか，前条の趣旨に照らして必要と認められる事

項 

（委員） 

第３条  会議の委員は，１４人以内とする。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから，市長が就任を依頼する。  

（１）学識経験者  

（２）産業廃棄物排出事業者  

（３）産業廃棄物処理業者  

（４）市民  

（５）行政機関の職員  

３ 委員の任期は，就任した年度の翌年度の末日までとする。ただし，補欠の

委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

４ 委員は，再任することができる。 

（委員長等）  

第４条 会議に，委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は，各委員の同意を得て，委員のうちから市長が指名

する。 

３ 委員長は，会議の議長となる。 

４ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき又は欠けたときは，

委員長に代わり会議の議長を務める。 

５ 委員長は，必要があると認めるときは，前条の委員以外の者を会議に出席



                      

させ，意見を求めることができる。 

（会議の開催）  

第５条 会議は，市長が招集し開催する。  

（庶務）  

第６条 会議の庶務は，環境政策局循環型社会推進部廃棄物指導課が行う。  

（その他）  

第７条 この要綱に定めるもののほか，会議の運営に関し必要な事項は，各委

員の意見を聴き，環境政策局長が定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は，平成２３年６月２日から施行する。  

（関係要綱の廃止） 

２ 京都市産業廃棄物連絡協議会設置要綱は，廃止する。 

   附 則 

 この要綱は，平成２５年３月１１日から施行する。 

附 則  

（施行期日）  

１ この要綱は，平成２５年１１月１４日から施行する。  

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に旧要綱（この要綱による改正前の要綱をいう。以

下同じ。）第３条第１項又は第２項に規定する委員又はオブザーバーの任に

ある者は，同条第３項の規定による委嘱があった日に第３条第１項に規定す

る委員に就任したものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現に旧要綱第４条第１項に規定する委員長又は副委員

長の任にある者は，第４条第２項の規定により委員長又は副委員長に指名さ

れたものとみなす。 

   附 則 

 この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成２７年５月８日決定） 

 この要綱は，決定の日から施行する。 

 


